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●分譲マンション賃貸戸数 

2012 年までは四半期ベースで 2 千戸台の半ばで推移していた賃貸戸数は 2013 年に入ると明らかな増加傾向で

推移していた。当時は第二次安倍政権が打ち出した異次元金融緩和を背景に大阪市内でも大規模再開発が進め

られるようになり、それらに伴って大規模タワーマンション開発も盛んに行われていた。これらの物件は居住目的

での購入はもちろんのこと投資ニーズの受け皿にもなっていたため、引き渡し直後から賃貸住戸として二次流通

市場に出回ることが多かった。実際に掲出したグラフを見ても同時期においては「築 5 年以内」の賃貸戸数が急激

に増加しているわけだが、これは今回取り上げた主要都市の中でも大阪市特有の動きと言っても過言ではない。 

大規模タワーマンションの供給が一服したことや日本国内でのマンションに対する投資ニーズが割安な地方中枢

都市などにシフトした影響もあり、分譲マンション賃貸戸数は 2017 年にかけてアベノミクス前の水準を下回るまで

減少することとなった。しかし、増加し続ける訪日外国人によるインバウンドの恩恵を受ける形で居住ニーズの高

まりとともに再び投資ニーズが集まり始め、2018年以降は賃貸戸数も増加基調で推移していき、2023年～2024年

には四半期ベースで 4 千戸目前まで迫っていた。当該期間においては新築物件を含む「築 5 年以内」の賃貸戸数

が比較的多く、販売価格が高騰するに連れて新築マンションの供給戸数が絞り込まれる動きと照らし合わせても、

かなりの住戸が投資目的で購入されていたことが窺える。2024 年の第 2 四半期をピークに減少傾向へとシフトし、

2025 年の第 4 四半期には 24 期ぶりに 3 千戸を割り込んだ賃貸戸数だが、各築年帯での推移を見ると 2000 年代

の大量供給期に分譲されていた「築 30 年以内」を除いて軒並み減少してきている。一方、中古戸数に関しては「築

5 年以内」のみが賃貸戸数で見られた動きとは対照的に 2025 年を通して増加し続けている。東京都心部と同様に、

大阪市中心部の中古マンション市場でも価格高騰の過熱感から反響が鈍り始めていることから、今後の二次流通

市場においてはスタンスの変化による賃貸戸数の減少や賃貸戸数シェアの縮小がさらに進むことも考えられる。 

  

東京カンテイ、全国の主要都市における分譲マンション賃貸マーケットのトレンドを分析 

大阪市の分譲マンション㎡賃料、アベノミクス以降で 1.3 倍以上に 

中古坪単価は同じ築年帯であっても少なくとも 2 倍以上、一部では 3.5 倍近くも上昇 
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東京 23 区と同様に不動産インフレ局面における水準の押し上がりや築年帯による差の拡大といった共通点が見

られる。コロナ禍以前の「築 10 年以内」は 2 千円台での推移に終始し、2019 年の第 4 四半期時点でも 2,985.0 円/

月と 3 千円台には達していなかった。2013 年の第 1 四半期を 100 とした場合の指数は 127.0 となっており、これは

アベノミクスが始まって以降で賃料水準が 3 割近くも押し上がっていたことを意味している。また、同時期における

他の築年帯についても見てみると、「築 5 年以内」は 123.0、「築 20 年以内」は 135.3、「築 30 年以内」は 119.1、「築

40 年以内」は 122.7、「築 40 年超」は 118.3 で、大阪市においても築年数が比較的古い物件での上昇度合いに後

れが生じていた。一方、価格高騰局面入りしたことに加えて市内の再開発なども追い風となっていた中古マンショ

ンでは同時期における指数が著しく上振れており、2015年の第 4四半期までには全ての築年帯で指数が 120ポイ

ントを超えていた。また、2019 年の第 4 四半期時点では各築年帯とも前出した分譲マンション賃料の数値を 40～

70 ポイントも上回っていた。 

コロナ禍以降、「築 40 年以内」や「築 40 年超」に関しては築年数が比較的浅い物件に対する後れが一段と顕著と

なってきており、賃料水準の差はさらに拡大してきている。「築 10 年以内」は 2020 年の第 1 四半期に 3 千円台に

達し、直近では 3千円台の半ば～後半で順調に水準を押し上げてきている。2025年の第 4四半期における分譲マ

ンション㎡賃料指数（2013 年の第 1 四半期を 100 とした場合）を見てみると、「築 5 年以内」は 155.4、「築 10 年以

内」は 157.7、「築 20年以内」は 172.5、「築 30年以内」は 161.0、「築 40年以内」は 132.4、「築 40年超」は 145.0で、

築年数が比較的浅い「築 5 年以内」や「築 10 年以内」ではあまり高い数値となっていない。これは基準となった

2013 年頃に大規模タワーマンションから高い賃料が発生していたことに加えて、2024 年以降は賃料自体がかなり

の水準まで達してしまったために天井感が強まってきていることも影響している。一方、中古マンション坪単価の指

数は 2018 年の第 4 四半期までに全ての築年帯で 150 ポイントを超えており、2025 年の第 4 四半期時点で「築 5

年以内」は 343.5、「築 10 年以内」は 355.9、「築 20 年以内」は 330.0、「築 30 年以内」は 288.5、「築 40 年以内」は

228.5、「築 40 年超」は 253.7 と、同じ築年帯であってもアベノミクス以降で少なくとも 2 倍以上、一部では 3.5 倍近く

も上昇している。 

 

●分譲マンション㎡賃料 
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